
 

１
（Ａ４）

別記様式第一号（第一条関係） １１０

免 許 申 請 書
（第一面）

宅地建物取引業法第４条第１項の規定により、同法第３条第１項の免許を申請します。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

平成 年 月 日２７ ４ １０
地方整備局長

様
株式会社塙田不動産栃 木 県 知 事 申請者 商号又は名称

郵 便 番 号（ － ）３２０ ８５０１
主たる事務所の

栃木県宇都宮市塙田１－１－２０代表者印所 在 地

氏 名 印代表取締役 栃木 太郎
（法人にあっては、代表者の氏名）

０ ２ ８ ６ ２ ３ ２ ４ ８ ８電 話 番 号（ ） －

０ ２ ８ ６ ２ ３ ２ ４ ８ ９ファクシミリ番号（ ） －

受付番号 受付年月日 申請時の免許証番号

０ ９ ２ ７ ７ ７ ７＊ ＊ （ ）

（有効期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日）２２ １５ ２７ ６ １４６

免許の 免許換え後の
＊免許証番号 大臣・知事（ ）第 号

種類１新規 免許権者コード
免許年月日 平成 年 月 日

２免許換え新規 →３
平成 年 月 日 から

３更新 有 効 期 間
平成 年 月 日 まで

項番 ◎商号又は名称

11 法人・個人の別
シ キ カ ゛イ シ ャ ハ ナ ワ フ ト ゛ウカフ゛ タ ゛

フリガナ １法人
１サ ン

２個人

商号又は 確認欄株式会社 塙田不動産
名 称 ＊

◎代表者又は個人に関する事項

０ １ ０ ９ ９ ９ ９ ９12 役 名 コ ー ド 登録番号 ００

゛ ウフ リ ガ ナ ト チ キ タ ロ

氏 名 確認欄栃木 太郎

生 年 月 日 年 月 日 ＊S ２ ０ ０ ７ １ ６

◎宅地建物取引業以外に行っている◎所属している不動産業関係業界団体がある場合には
事業がある場合にはその種類 その名称

13 兼 所
（加入： 年 月 日）１ １ 不動産賃貸業 ０ ４ 栃木県宅建業協会 Ｈ１７ １４６

業 属

コ 団 （加入： 年 月 日）
｜

体
ド （加入： 年 月 日）

コ

◎資本金（千円） ｜ （加入： 年 月 日）
確認欄

ド
（加入： 年 月 日） ＊１ ０ ０ ０ ０

１不適当な商号とは 
ア法令上名称独占が

なされているもの 
イ大手企業、公的機関

と紛らわしいもの 
ウ指定流通機構等と

紛らわしいもの 
「○○流通機構、 

○○情報機構等」 
エ図形、符号等 
 
２個人の場合は、他者

の商号等との類似に

注意 

農協等の代表理事の

場合は｢01｣を記入 
Ｐ６３参照 

宅建業以外に行って

いる事業がない場合

は｢50｣を記入 
Ｐ６４参照    
 

姓と名の間は一文字あけ、左詰 

株式会社等が前に付く場合は一文字あけ 

農協の場合は、払込済

の出資総額を記入 

上段より左詰め、 
濁点、半濁点は 
一文字で記入 

専任、非専任を問わ

ず、宅地建物取引士

である場合に記入 

登記事項証明書又

は住民票抄本のと

おりに記入 

所属している不動

産業関係団体がな

い場合には｢50｣を
記入 
Ｐ６４参照 

携帯電話、自宅

と共有の電話は

不可 

添付する順番 



 

１の裏面

（ 第五 面）

登録免許税納付書・領収証書、収入印紙又は証紙はり付け欄

（消印してはならない）

手 数 料

区 分 登録免許税

収入印紙 都道府県の証紙

（90,000円） （33,000円） （33,000円）

○新 規

○大臣免許 免許換（知事→大臣）

○更 新

○新 規

○知事免許 免許換（大臣・知事→知事）

○更 新

 

登録免許税及び手数料について 

 １国土交通大臣免許の新規免許申請（知事から大臣への免許換えを含

む。）の場合本店所在地を管轄する税務署（栃木県に本店がある場合は、

浦和税務署）へ登録免許税として 90,000 円を納付し、その領収証書原

本を貼付する。（手続きは郵便局又は国庫金を扱う銀行） 

２国土交通大臣免許の更新の場合 

収入印紙 33,000 円（消印無効） 

３知事免許（新規・更新・免許換え） 

栃木県の収入証紙 33,000 円（消印無効） 

※ 金額については、H27.4.1 現在 

※ 県収入証紙は、県庁生協、(公社)栃木県宅地建物取引業協会、 

足利銀行等で購入できます。 



 

２

（第二面） （Ａ４）

１ ２ ０

受 付 番 号 申請時の免許証番号

０ ９ ２ ７ ７ ７ ７＊ （ ）

項番 ◎役員に関する事項（法人の場合）

０ ２ ０ ９ ０ ０ ８ ８ ８ ８21 役 名 コ ー ド 登録番号

ト チ キ ゛ ハ ナ コフ リ ガ ナ

氏 名 確認欄栃 木 花 子

生 年 月 日 年 月 日 ＊Ｓ ２ ２ １ ２ ０ ５

21 役 名 コ ー ド 登録番号０ ２

ト チ キ ゛ シ ゛ ロ ウフ リ ガ ナ

氏 名 確認欄栃 木 二 郎

生 年 月 日 年 月 日 ＊Ｓ ３ ５ ０ １ １ ２

21 役 名 コ ー ド 登録番号０ ３

ウ ツ ノ ミ ヤ イ チ ロ ウフ リ ガ ナ

氏 名 確認欄宇 都 宮 一 郎

生 年 月 日 年 月 日 ＊Ｓ ３ ３ ０ ２ ０ ４

21 役 名 コ ー ド 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

21 役 名 コ ー ド 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

 
 
 
 
 
 
 
 
 

専任、非専任を問わ

ず、宅地建物取引士

である場合に記入 

１ 法人の場合のみ記入する。 
２ 第一面で代表者として記入した者については記入しない。 
３ ６人以上役員がいる場合は、この様式を追加する。 
４ 法人の場合で代表取締役が２人以上いるときは、この欄の役員コードも「０１」を記入

する。 
５ 役名コードについては、Ｐ６３を参照。 



 

３

（第三面） （Ａ４）

１ ３ ０

受 付 番 号 申請時の免許証番号

０ ９ ２ ７ ７ ７ ７＊ （ ）

項番

30 事 務 所 の 別 １主たる事務所 ２従たる事務所 ＊ 事務所コード１

本 店事 務 所 の 名 称

…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

◎事務所に関する事項

３ ２ ０ ８ ５ ０ １31 郵 便 番 号

所在地市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村０ ９ ２ ０ １ 栃 木 宇都宮

塙 田 １ － １ － ２ ０
所 在 地

電 話 番 号 確認欄０ ２ ８ ー ６ ２ ３ ー ２ ４ ８ ８

従事する者の数 ＊４

◎政令第２条の２で定める使用人に関する事項

32 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

◎ 専 任 の 宅 地 建 物 取 引 士 に 関 す る 事 項

０ ９ ０ ０ ９ ９ ９ ９41 登 録 番 号

トチギ タロウフ リ ガ ナ

氏 名 確認欄栃 木 太 郎

生 年 月 日 年 月 日 ＊Ｓ ２０ ０７ １６

０ ９ ０ ０ ８ ８ ８ ８41 登 録 番 号

トチギ ハナコフ リ ガ ナ

氏 名 確認欄栃 木 花 子

生 年 月 日 年 月 日 ＊Ｓ ２２ １２ ０５

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

 
 
 
 

 
 

主たる事務所の場合は、 
「本店」と記入 

左詰め 

右詰め 
代表者が常勤している

場合は記入しない 

業法第３１条の３第２項の 

みなし規定の適用を受ける

場合でも記入すること 

１ 事務所ごとに作成する。 
２ 上記事務所に関する事項中の従事する者の数は、Ｐ２２の「宅地建物取引

業に従事する者の名簿」に記載された数と一致しなければならない。 



 

３

（第三面） （Ａ４）

１ ３ ０

受 付 番 号 申請時の免許証番号

０ ９ ２ ７ ７ ７ ７＊ （ ）

項番

30 事 務 所 の 別 １主たる事務所 ２従たる事務所 ＊ 事務所コード２

河 内 支 店事 務 所 の 名 称

…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

◎事務所に関する事項

３ ２ １ ０ ９ ７ ４31 郵 便 番 号

所在地市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村０ ９ ２ ０ １ 栃 木 宇都宮

竹 林 町 １ ０ ３ ０ ー ２
所 在 地

電 話 番 号 確認欄０ ２ ８ ー ６ ４ ３ ー ０ ３ ６ ９

従事する者の数 ＊２

◎政令第２条の２で定める使用人に関する事項

32 登 録 番 号

ト チ キ ゛ シ ゛ ロ ウフ リ ガ ナ

氏 名 確認欄栃 木 二 郎

生 年 月 日 年 月 日 ＊Ｓ ３ ５ ０ １ １ ２

◎ 専 任 の 宅 地 建 物 取 引 士 に 関 す る 事 項

０ ９ ０ ０ ９ ８ ７ ６41 登 録 番 号

トチギ サブロウフ リ ガ ナ

氏 名 確認欄栃 木 三 郎

生 年 月 日 年 月 日 ＊Ｓ ５５ ０５ ０５

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

 
 
 
 
 

標題部の事務所（河内支店）に関する 
事項について記入 

常勤が必要 

左詰め 

右詰め 



 

４

（第四面） （Ａ４）

１ ４ ０

受 付 番 号 申請時の免許証番号

０ ９ ２ ７ ７ ７ ７＊ （ ）

項番

30 事 務 所 の 名 称 ＊ 事務所コード

………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

◎専任の宅地建物取引士に関する事項（続き）

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

41 登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日 ＊

 
 
 
 

１ この様式は、当該事務所に専任の宅地建物取引士を４人以上置いている場合に、

第三面のつづきとして使用する。 



 

５

添 付 書 類 （４） （Ａ４）

１ ５ ０

（第一面）

相 談 役 及 び 顧 問 （ 法 人 の 場 合 ）

受 付 番 号 申請時の免許証番号

０ ９ ２ ７ ７ ７ ７＊ （ ）

項番

51 役 名 コ ー ド 就任年月日 年 月 日１ １ Ｈ １ ７ ０ １ ０ １

ア カ ゛ タ ナ カ ゛ コフ リ ガ ナ

県 長 子氏 名

生 年 月 日 年 月 日Ｓ １ ２ ０ ３ ０ ４

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村０ ９ ２ ０ ３ 栃 木 栃 木

確認欄入 舟 町 ７ ー ２ ６
住 所

＊

51 役 名 コ ー ド 就任年月日 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄
住 所

＊

51 役 名 コ ー ド 就任年月日 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄
住 所

＊

51 役 名 コ ー ド 就任年月日 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄
住 所

＊
 

 
                                     １ 法人の場合、顧問又は相談役を置いていない場合でも、必ず 

添付する。 
 

姓と名の間は一文字あけ、左詰め 
濁点、半濁点は 
一文字で記入 

※ 役名コード（Ｐ６３参照） 
  １１  相 談 役 
  １２  顧   問 



 

（第二面） （Ａ４）６

１ ６ ０

100分の５以上の株式を有する株主又は100の分５以上の額に相当する出資をしている者（法人の場合）

受 付 番 号 申請時の免許証番号

０ ９ ２ ７ ７ ７ ７＊ （ ）

項番

ト チ キ ゛ タ ロ ウ52 フ リ ガ ナ

栃 木 太 郎氏名又は名称

生 年 月 日 年 月 日Ｓ ２ ０ ０ ７ １ ６
０ ９ ０ ０ ９ ９ ９ ９登録番号

保有株式の数 株１００
割 合 ％５０

（出資金額） （円）

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村０ ９ ２ ０ １ 栃 木 宇都宮

確認欄昭 和 ２ ー ２ ー ５
住所又は所在地

＊

ト チ キ ゛ ハ ナ コ52 フ リ ガ ナ

栃 木 花 子氏名又は名称

生 年 月 日 年 月 日Ｓ ２ ２ １ ２ ０ ５
０ ９ ０ ０ ８ ８ ８ ８登録番号

保有株式の数 株８０
割 合 ％４０

（出資金額） （円）

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村０ ９ ２ ０ １ 栃 木 宇都宮

確認欄塙 田 １ ー ２ ー ２ ３
住所又は所在地

＊

ア カ ゛ タ ケ ン セ ツ カ フ ゛ シ キ カ ゛ イ シ ﾔ52 フ リ ガ ナ

県 建 設 株 式 会 社氏名又は名称

生 年 月 日 年 月 日
登録番号

保有株式の数 株２０
割 合 ％１０

（出資金額） （円）

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村０ ９ ２ ０ ２ 栃 木 足利

確認欄伊 勢 町 ４ ー １ ９
住所又は所在地

＊

52 フ リ ガ ナ

氏名又は名称

生 年 月 日 年 月 日
登録番号

保有株式の数 株
割 合 ％

（出資金額） （円）

住所市区町村コード 都道府県 市郡区 区町村

確認欄
住所又は所在地

＊
 

 
 
 
 
 
 
 

姓と名の間は一文字あけ、左詰め 

濁点、半濁点は 
一文字で記入 

宅地建物取引士で

ある場合に記入 

法人が株主である場合 
(生年月日欄は空欄) 

１ 割合は少数点以下切り捨てる。 
２ 死亡し、相続人が決まらない場合は、死亡した者を記入し、その旨を余白に記入する。 

株式会社、

有限会社等

の場合 

その他の法

人の場合 



 

                                                                                  
                                                                                 (参考例)従業者証明書番号の取り方 
 
 

７

添 付 書 類 （８）

（Ａ４）

１ ７ ０宅地建物取引業に従事する者の名簿
受 付 番 号 申請時の免許証番号

０ ９ ２ ７ ７ ７ ７＊ （ ）
事務所コード

＊
本 店事務所の名称

従 事 す る 者 名 うち専任の宅地建物取引士 名４ ２

項 番

61 業 務 に 従 事 す る 者

従 業 者 証 主 た る 宅 地 建 物 取 引 士
氏 名 生 年 月 日 性 別

明 書 番 号 職 務 内 容 であるか否かの別

１ 1 .男 2 .女 ○ [( ） ]栃 木 太 郎 S 2 0 0 7 １ 6 ０５０６０００１ 代 表 者 栃木 ９９９９

２ 1 .男 2 .女 ○ [( ） ]栃 木 花 子 営 業 栃木 ８８８８S 2 2 1 2 0 5 ０６０４０００２

３ 1 .男 2 .女 [( ） ]山 河 緑 ７ 営 業S 3 3 0 5 0 5 ０８０４０００

４ 1 .男 2 .女 [( ） ]空 広 事 務S 5 0 0 8 0 8 １４０４００１０

５ 1 .男 2 .女 [( ） ]

６ 1 .男 2 .女 [( ） ]

７ 1 .男 2 .女 [( ） ]

８ 1 .男 2 .女 [( ） ]

９ 1 .男 2 .女 [( ） ]

10 1 .男 2 .女 [( ） ]

11 1 .男 2 .女 [( ） ]

12 1 .男 2 .女 [( ） ]

13 1 .男 2 .女 [( ） ]

14 1 .男 2 .女 [( ） ]

15 1 .男 2 .女 [( ） ]

16 1 .男 2 .女 [( ） ]

17 1 .男 2 .女 [( ） ]

18 1 .男 2 .女 [( ） ]

19 1 .男 2 .女 [( ） ]

20 1 .男 2 .女 [( ） ]

21 1 .男 2 .女 [( ） ]

22 1 .男 2 .女 [( ） ]

23 1 .男 2 .女 [( ） ]

24 1 .男 2 .女 [( ） ] 確 認 欄

25 1 .男 2 .女 [( ） ] ＊
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  
                  
入社年    月   事務所 一連番号 
（西暦）       コード 
新規の場合は記入不要 

専任の宅地建

物取引士には

○印 

姓と名の間は一文字あけ、左詰め 

１ 事務所ごとに作成する。 
２ 代表者、政令使用人、専任の宅地建物取引士は必ず従事者になるが、法人の監査役及び非常勤役員は従事者に

なれない。 
３ 免許換え新規の時の「従事者証明番号」は、従前の番号で記入する。 
４ 「宅地建物取引業に従事する者」には、営業に従事する者のみならず、宅建業に係る一般管理部門に所属する

者や補助的な事務に従事する者も含める。 
  また、申請者が個人である場合において、その家族が宅建業に従事し、又は従事しようとしているときは、そ

の者についても記入する。 
なお、宅建業を他の事業と兼業する場合は、宅建業に従事する者についてのみ記入する。 



 

８
（ Ａ ４ ）

添 付 書 類 （６）

略 歴 書

３２０－００３２〒
宇 都 宮 市 昭 和 ２ － ２ － ５現 住 所

０ ２ ８ ６ ２ ３ ２ ４ ８ ７電 話 番 号 （ ） －

(フリガナ) 明トチギ タロウ
生 年 月 日 大 年 月 日２０ ７ １６

氏 名 昭栃 木 太 郎

知 事栃木県
職 名 登 録 番 号代表取締役兼専任の宅地建物取引士

第 号９９９９

期 間 従 事 し た 職 務 内 容

Ｓ４１ ４ １ 県建設㈱ 営業自 年 月 日

建設業栃木県知事許可（般ー４）第１１１１号至 年 月 日

自 年 月 日Ｓ６１ ４ １
同社 営業部長を最後に退職

至 年 月 日Ｈ ８ ３ ３１

自 年 月 日Ｈ ８ ８ ８
㈲塙田商事設立 取締役に就任

至 年 月 日

自 年 月 日Ｈ１１ ４ １
組織変更により㈱塙田商事へ

至 年 月 日

自 年 月 日Ｈ１１ １０ １
上記代表取締役に就任 現在に至る

至 年 月 日
職 歴

自 年 月 日Ｈ１８ ４ １
㈱塙田不動産に商号変更 現在に至る

至 年 月 日

自 年 月 日Ｈ１９ ８ １
専任の宅地建物取引士に就任 現在に至る

至 年 月 日

Ｈ２６ ４ １ ㈱庁開発 非常勤取締役就任自 年 月 日

建設業栃木県知事許可（般ー２４）第２２２２号至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

注意事項

１ 最 終 学 歴 修 了 後 現 在 に 至 る ま で の 就 職 先 名 、 就 任 先 名 、 勤 務 内 容 （ 営 業 ・ 経

理 等 ） 及 び 役 名 （ 取 締 役 ・ 顧 問 等 ） を 記 入 す る こ と 。

２ 他 の 会 社 の 役 員 等 に な っ て い る 場 合 に は 常 勤 、 非 常 勤 を 問 わ ず 全 て 記 入 し 、

常 勤 ・ 非 常 勤 の 別 を （ ） で 表 示 す る こ と 。

３ 現 在 ま で 当 該 職 務 に 従 事 し て い る 場 合 は 、 「 現 在 に 至 る 」 と 記 入 す る こ と 。

栃 木上 記 の と お り 相 違 あ り ま せ ん 。

平 成 年 月 日 氏 名２ ７ ４ １ ０ 栃 木 太 郎  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 株主は不要 
２「職名」の欄は、役職名、政令使用人、専任の宅地建物取引士、相談役又は顧問の別を記入する。（株主は除く。） 
３「登録番号」の欄は、宅地建物取引士である場合のみ、その登録番号を記入する。（専任に限らず宅地建物取引

士の資格を持っていれば記入する。） 
４「職歴」の欄は次により記入する。 
 ① 「期間」の欄は、就職・就任等の日から退職・退任の日まで記入する。 
 ② 「従事した職務内容」の欄は、勤務した法人等の名称及びその職務内容について記入する。 
③ 他の法人等の役員又は従事者等を兼務する場合は、そのすべてを記入し、許可等を受けていれば許可の種

類、許可権者、許可番号も併せて記入する。 
５ 代表者、専任の宅地建物取引士が他の法人の役員を兼ねているときは、非常勤である旨をその法人が証明した

書類を添付する。 

忘れないように 

今回の申請に係

る職名を記入 

専任の宅地建物

取引士の場合 

自宅又は携帯電話番号

を記入 
事務所と共有の電話は

不可 

本人が宅地建物取

引士である場合に

記入 

勤務内容を記入 

役員や専任の宅地

建物取引士になっ

たことを個別に記

入 

他の法人の役員等

を兼務する場合は、 
そのすべてを記入

し、許可等を受けて

いれば許可の種類

等を記入 

本人の 
認 印 

退職、退任した

者は下段に日付

を記入 

居所がある場合は住所の下に居所を併記する。 
（居所を証明できる書類等の添付が必要） 



 

 

１１

（Ａ４）

添 付 書 類 （２）

誓 約 書

申請者、申請者の役員、令第２条の２に規定する使用人、

法定代理人及び法定代理人の役員は、法第５条第１項各号に

該当しない者であることを誓約します。

平成 年 月 日２７ ４ １０

株式会社 塙田不動産 代表者印商号又は名称

氏 名 印代表取締役 栃 木 太 郎

（法定代理人氏名 印 ）

法 定 代 理 人

商号又は名称

氏 名 印

地方整備局長

様

栃木県知事

 

 
 
 
 
 
 
 
 

印は申請書

と同じもの 

代表者名 

１ 法人の役員等で禁錮以上の刑に処せられ執行猶予期間中の者は、欠格事由に該当する。 
２ 宅建業法若しくは暴力団員による不法な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）の

規定に違反し、又は刑法（明治４０年法律第４５号）第２０４条（傷害）、第２０６条（現場助勢）、

第２０８条（暴行）、第２０８条の３（凶器準備集合及び結集）、第２２２条（脅迫）、第２４７条（背

任）の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯したことによ

り罰金刑に処せられ５年を経過しない者も欠格事由に該当する。 
３ P２「①欠格要件（業法第５条）」を参照。 



 

（Ａ４）

１２

添 付 書 類 （３）

専 任 の 宅 地 建 物 取 引 士 設 置 証 明 書

下記の事務所は、宅地建物取引業法第３１条の３第１項に規定する要件を備えて

いることを証明します。

平成 年 月 日２７ ４ １０

地方整備局長
殿

栃木県知事

株式会社 塙田不動産 代表者印商号又は名称

印氏 名 代表取締役 栃木 太郎

（法人にあっては代表者の氏名）

記

専任の宅地建物 宅地建物取引業に

事 務 所 の 名 称 所 在 地

取 引 士 の 数 従事する者の数

名 名本 店 宇都宮市塙田１－１－２０ ２ ４

名 名河内支店 宇都宮市竹林１０３０－２ １ ２

名 名

名 名

備考 「事務所の名称」の欄は、「本店」「○○支店」などと記入すること。

 
 
 
 

印は申請書と 
同じもの 

専任の宅地

建物取引士

の人数を含

む 



 

１４ （Ａ４）

様式第二号（第一条の二関係）
添付書類（１）

（第一面）

宅地建物取引業経歴書
１．事業の沿革

最 初 の 免 許 組 織 変 更

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日H17年 6月14日 H18 4 1

栃木県知事 商号変更
免許 ㈱塙田商事
第７７７７号 より

㈱塙田不動産

２．事業の実績
イ 代理又は媒介の実績

平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日22 25 261 1 23 1 1 24 1 1 1 1 1 1
から から から から から

平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日期 間 22 12 31 23 12 31 24 12 31 12 13 12 3125 26
まで まで まで まで まで

の１年間 の１年間 の１年間 の１年間 の１年間

種 類
売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借

内 容

１ １４ １０ １２
件 数

宅

価 格
8,200 275,409 255,300 266,100

（千円）

248 7,185 7,659 7,983地 手 数 料

（千円）

３０ １０ ５ ６件 数
建

価 格

（千円）

物 手 数 料
6,000 1,500 900 960

（千円）

４ ３ ５ ７
件 数

び宅

価 格
79,700 48,701 164,150 180,350建地

（千円）

1,432 1,129 4,871 5,410物及 手 数 料

（千円）

５ ３ １９ １０ １９
３０ １０ ５ ６件 数

合

価 格
87,900 48,701 439,559 253,300 446,450

（千円）

1,680 1,129 12,056 7,659 13,393計 手 数 料
6,000 1,500 900 960

（千円）

 
            
            
            
            
            
            
            
            

  
 

（過去に）免許

を受けた免許権

者と免許番号を

記入 
新規のときは

「新規」と記入 

仲介等をした実

績を記入 

上段に売買 
下段に交換 
の実績を記入 

商号等の変更、

法人の合併の場

合などを記入 

個人の場合は暦

年、法人の場合

は決算期で記入 

１ 月極駐車場の仲介は件数に入れない。 
２ 価格、手数料は、消費税込みで千円未満を切り捨てる。 
３ 手数料は、仲介業者の報酬として受領した額（別の業者等に支払った報酬の額は除く。）を記入する。 
４ 過去５年以内に業実績が１年以上ない場合は次の書類を提出する。 
  （宅地建物取引業法第６６条第１項第６号に該当しない確認のため） 

① 申請直前１年以上ない場合・・・・理由書及び事業計画書（具体的に） 
② ①以外・・・・・・・・・・・・・・理由書 
※ なお、新規申請時は１事業の沿革「最初の免許」の欄に「新規」とのみ記入する。 

ただし、期限切れ・廃業等５年以内の新規申請の場合は実績を記入する。 



 

１５
（第二面）

ロ 売買・交換の実績 （Ａ４）

平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日期 間 22 1 1 23 1 1 24 1 1 25 1 1 26 1 1
から から から から から
平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日 平成 年 月 日22 12 31 23 12 31 24 12 31 25 12 31 26 12 31
まで まで まで まで まで

種 類 の１年間 の１年間 の１年間 の１年間 の１年間

宅 件 数
４ １１ １２ １０

価 格
２２，０３８ ４７，２６４ ５０，３７３ ４３，２６２地 千円（ ）

売
建 件 数

価 格
（ ）物 千円

び宅 件 数
１ ９ ７

建地
価 格

１８，０００ １７０，８００ ５１，５００物及 千円（ ）
却

合 件 数
５ ２０ １２ １７

価 格
４０，０３８ ２１８，０６４ ５０，３７３ ９４，７６２計 千円（ ）

宅 件 数
１３ １８ １５

価 格
４９，０７３ ６０，０９９ ５１，０７３地 千円（ ）

購
建 件 数

価 格
（ ）物 千円

び宅 件 数
２ ４ １０

建地
価 格

２２，４００ ４６，１２８ ４８，１６５入 物及 千円（ ）

合 件 数
２ １７ １８ ２５

価 格
２２，４００ ９５，２０１ ６０，０９９ ９９，２３８計 千円（ ）

宅 件 数

価 格
（ ）地 千円

交
建 件 数

価 格
（ ）物 千円

び宅 件 数

建地
価 格
（ ）物及 千円

換
合 件 数

価 格
（ ）計 千円

備 考
１ 新規に免許を申請する者は 「最初の免許」の欄に「新規」と記入すること。、
２ 「組織変更」の欄には、合併又は商号若しくは名称の変更について記入すること。
３ 「期間」の欄には、事業年度を記入すること。
４ 「売買・交換」の欄には、上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入すること。  

 
 
 

売却、購入等をした 
実績を記入 



 

１６

（Ａ４）

添 付 書 類 （ ７ ）

資 産 に 関 す る 調 書

平成 年 月 日現在２6 ３112

資 産 価 格 摘 要

円

資 産

５，８００，０００現 金 預 金

有 価 証 券

未 収 入 金

３２，０００，０００ １００坪（宇都宮市)土 地

７０，０００，０００ ６５㎡（宇都宮市）建 物

備 品

７０，０００ 電話加入権権 利

そ の 他

１０７，８７０，０００計

負 債

２２，０００，０００ 銀行借り入れ借 入 金

未 払 金

預 り 金

前 受 金

そ の 他

２２，０００，０００計

備 考

１ この調書は、個人の業者のみが記入すること。

２ 「権利」とは営業権、地上権、電話加入権その他の無形固定資産をいう。
 

 
 
 
 

申 請 者 が 

時価で見積

もる 

負債がなければ

「０」を記入 

申請日前３ヶ月

以内の時点で記

入 



 

２０

（Ａ４）

添 付 書 類 （５）

事務所を使用する権原に関する書面

事務所の所有者が申請者と異なる場合
事 項 所 有 者

契約相手 契 約 日 契約期間 契約形態 用 途

株式会社（事務所名）

本 店 塙田

不動産（所在地）

宇都宮市塙田１丁目１番20号

平成 年 月（事務所名） 11 10

河内支店 河内太郎 河内太郎 平成 年 賃貸借 事務所11 1 1日より平成

月 日 日（所在地） 9 15 3 9 31年 月

（自動更新）宇都宮市竹林１０３０番地２

（事務所名）

（所在地）

（事務所名）

（所在地）

（事務所名）

（所在地）

上記の記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。

平成 年 月 日２７ ４ １０

商号又は名称 代表者印株式会社 塙田不動産

氏 名 印代表取締役 栃木 太郎

備 考

１ 「所有者」の欄は、事務所の所有者の氏名又は法人名(法人の代表者名を含む を記入すること。。）

２ 「事務所の所有者が申請者と異なる場合」の欄は、事務所の所有者が免許申請者と異なる場合に

のみ次により記入すること。

① 「契約形態」の欄は、賃貸借又は使用貸借の別を記入すること。

② 「用途」の欄は、土地建物登記事項証明書、建物賃貸借契約書又は建物使用貸借契約書等に

記載された用途（住居、事務所等）について記入すること。
 

 
 
 
 

賃貸による

場合 

契約の相手方を

記入 
※ 転 貸 借 に よ

り、契約相手が

所有者と異なる

場合は、契約相

手名の下に(転貸

借)と記入 
 
例：下野五郎 
  (転貸借) 

契約期間を記入 

契約により自動

更新になってい

る場合 

印は申請書と同

じもの 



 

２１ （Ａ４）
事 務 所 案 内 図

案内地図 （本店・ ） Ｎ

最寄駅又はバス停の名称 線 駅・停車場から徒歩 分東武宇都宮 東武宇都宮 １０

株式会社 塙田不動産事 務 所 の 商 号 ・ 名 称

宇都宮市塙田１丁目１番２０号事 務 所 の 所 在 地

注）１ 最寄りの駅、バス停、道路、目標物等を記入して、主たる事務所の位置を明

示してください。

２ 従たる事務所については、本書に準じて作成してください。

３ 住宅地図の写を添付するときは、事務所と主な目標物の位置を明記して下さ

い。（この場合、上記の案内地図欄への記載の必要はありません。）

 

本 店 



 

２２
（Ａ４）

事 務 所 見 取 図

（本店・ ）

ｗ・ｃ

倉 庫

給湯室

（省略）

入口

書庫

代取

応

接

住居・フロアー全体の見取図の記載がない。（悪い例）
入口

書庫

○ 応 ○

○ 接 ○

○ ○

（ 階）２

注）１ 住居の一部を事務所にしている場合は、住居全体の見取図を記載してくださ

い。

２ テナントビルの一部を事務所にしている場合は、事務所自体の見取図を記載

し、同一フロアー全体の配置図を添付してください。

３ 建設時の設計書等で上記１又は２の内容が確認できる場合は、当該設計書等

の写を本書に添付してください。（この場合、本書への記載の必要はありませ

ん。）

４ 本書に書ききれない場合は、別の用紙に記載して本書に添付してください。

 
 
 
 

 
 
 

代表取締役（政

令使用人）及び

専任の宅地建物

取引士の机を赤

で囲み、代取(政
令)、専取と記入 

事務所が存在す

る階を記入 

移動式パーテーション、アコーディオンカーテン等、容易に開閉等ができるもので区切られ

ている場合は、事務所として認められません。 



 

（本店・ ）
２３－１ （Ａ４）写 真 台 紙

１ 外部（建物全景）

隣接建物の一部も含ま

れるように撮影して下さ

い。

※・カラー写真（ポラロイ

６ヶ月以内ド不可）で

したものに撮影

・撮影日を写し込んだもの

・ブラインド・カーテン

等は開けた状態で撮影

して下さい。

２７．４．５（以下同じ）

２ 外部（建物入口）

メールボックス・テナ

ント表示等があればそれ
㈱

らも含めて撮影して下さ

塙い。

田

不

動

産

２７．４。５

非常口３ 外部（事務所入口）

㈱（１）商号の掲示状態が分

かるように撮影して下

塙さい。

田新規で宅建業以外の

不業を行っていない場

動合は、商号は掲示し

産ないで下さい。

２７．４．５

 
 
 

写真には、撮影

日を写し込むこ

と（できない場

合は欄外に撮影

日を記入） 



 

（本店・ ）
２３－２ （Ａ４）写 真 台 紙

（２）事務所の外から入口

㈱のドアを開けて中を撮

影して下さい。

塙

田

不

動

産

２７．４．５

４ 内 部

（１）事務所の中から入口

のドアをあけて外を撮

影して下さい。

２７．４．５

（２）事務机、応接場所、

電話機等の設置状況が

わかるように撮影して

下さい。

２７．４．５

 
 
 



 

（本店・ ） （Ａ４）
２３－３ 写 真 台 紙

２７．４．５

（３）業者票、報酬額表の

掲示状態がわかるよう

報酬額表
撮影して下さい。 業者票

（新規は不要）

２７．４．５

５ 内部（業者票） 宅 地 建 物 取 引 業 者 票

栃木県知事（２）第７７７７号（１）内容が判読できるも 免許証番号

平成２２年 ６月１５日からのを撮影して下さい。
免許有効期間

平成２７年 ６月１４日まで（新規は不要）

株式会社 塙田不動産商号又は名称

栃 木 太 郎代 表 者 氏 名

栃木 太郎 ・ 栃木 花子
この事務所に置か

れている専任の宅地

電話番号０２８－６２３－２４８８

建物取引士の氏名

宇都宮市塙田１丁目１番２０号

主たる事務所の

２７．４．５

所 在 地

 
 
 
 

              
 

現免許証の内

容と一致して

いること 

最新の報酬額

表を掲示 


